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セッツ株式会社とは

■ 商 号 セッツ株式会社
■ 本 社 大阪府堺市西区築港新町一丁5番地10

電話（072）280-2650
■ 代 表 者 代表取締役社長 大前 敏和
■ 設 立 1889年 (明治22年) 5月7日
■ 資 本 金 12億99百万円
■ 事業内容 洗浄・消毒剤の製造及び販売、

油脂製品の販売
■ 従業員数 124名
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セッツの商品
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なぜ温暖化対策を実施するのか

リスク

・法規制強化により、事業経営への影響がある。
・異常気象による災害、また資源、食料、健康、生態系への影響等が
想定される。

・原料や資材の供給、コスト面等で、生産や調達が困難になる可能性
がある。

・温暖化対策の遅れにより、商品・サービスの競争力、企業評価が低下する。

機会

・エネルギー利用の最適化が図られる。
・自社やサプライヤーの省エネ活動の促進や、再エネの導入によって、
エネルギーコストの削減が実現できれば、生産や調達のコストの削
減につながる可能性がある。

・積極的に自社が対策に取り組むことによる外部企業評価の向上が期
待される。
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世界のCO2排出量

●全世界のCO2排出量（2019年度）
333億トン
国際エネルギー機関（IEA）データより

●日本のCO2排出量（2019年度）
12億トン
環境省 2019年度温室効果ガス排出量（速報値）より

●堺市のCO2排出量（2018年度）
5百万トン
環境省 自治体排出量カルテより
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目標設定へのアプローチ

環境省「サプライチェーン排出量算定を始める方へ」より

削減対象：Scope1 都市ガス、Scope2 電気

目標根拠：WB2℃水準（パリ協定で示された長期目
標、産業革命前からの気温上昇を2℃未満に抑制）
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セッツの温暖化対策目標

温暖化対策目標

＜Scope１・２の削減目標と削減に向けた取り組み＞
【目標】2030年に2019年比で27.5%削減（WB2℃水準レベル）
【取り組み】
・設備更新、導入に伴うエネルギー使用の効率化
・太陽光パネル設置（PPA）による再生可能エネルギー利用検討

＜再エネ100%の目標について＞
【目標】2050 年までに使用電力の再エネ100％を達成

＜Scope３の削減目標と削減に向けた取り組み＞
【目標】サプライヤー等との連携によりScope3カテゴリ１の削減

に取り組む
【取り組み】
・全体像を把握、より精度を高め、削減ポイントを明確化
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CO2排出量の算定手順

Step1 算定の目的を確認する。

Step2 算定の対象範囲を決定する。

Step3 自社の活動から、CO2を排出している
活動を抽出する。

Step4 抽出した活動ごとに定められた算定法・
排出係数で排出量を算定する。
CO2排出量=活動量×排出係数

環境省 算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧 https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc
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活動量の把握

算出範囲：本社・事業場 2018 2019 2020

Scope1 都市ガス（千N㎥） 391 451 451

Scope2 電気（MWh） 1,805 1,750 1,908

生産数量（t） 38,508 38,716 37,279

エネルギー使用量（原油換算KL） 918 973 1,014

エネルギー原単位（KL/t） 0.024 0.025 0.027

●2020年度
都市ガス 使用量451千N㎥×排出係数※2.23t-CO2/千N㎥＝1,005t-CO2

※算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数 都市ガス44.8ＧＪ/千㎥×0.0136ｔＣ/ＧＪ×44/12

電気 使用量1,908MWh×排出係数※0.318t-CO2/MWh＝607t-CO2
※関西電力排出係数（調整後）

CO2排出量は、1,005t-CO2＋607t-CO2＝1,612t-CO2
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CO2排出量

算出範囲：本社・事業場 2018 2019 2020

CO2排出量（t-CO2） 1,626 1,589 1,612

エネルギー使用量（原油換算KL） 918 973 1,014

生産数量（t） 38,508 38,716 37,279
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サプライチェーン排出量

近年、スコープ3を含むサプライチェーンの温室効果ガス排出量
を公開する企業が増えている。
背景としては、世界的な、企業の気候変動対策に対する社会の
要求の高まりがある。

・サプライチェーン排出量
事業者自らの排出だけでなく、企業活動に関係するあらゆる排出を合
計した排出量を指す。
つまり、原材料調達・製造・物流・販売・廃棄など、一連の流れ全体
から発生する温室効果ガス排出量のこと。

・算定のメリット
①削減機会を広げる
②優先して取り組むべき排出源の特定
③開示要請への対応
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Scope１・２・３の排出量の状況

Scope3 Scope1,2,3

83,784 100.0%

スコープ1 1,095 1.3%

スコープ2 627 0.7%

カテゴリ1 購入した製品・サービス 66,406 80.9% 79.3%

カテゴリ2 資本財 973 1.2% 1.2%

カテゴリ3
Scope1,2に含まれない
燃料及びエネルギー関連活動

372 0.5% 0.4%

カテゴリ4 輸送、配送（上流） 5,860 7.1% 7.0%

カテゴリ5 事業から出る廃棄物 193 0.2% 0.2%

カテゴリ6 出張 15 0.0% 0.0%

カテゴリ7 雇用者の通勤 34 0.0% 0.0%

カテゴリ8 リース資産（上流） - - -

カテゴリ9 輸送、配送（下流） 53 0.1% 0.1%

カテゴリ10 販売した製品の加工 - - -

カテゴリ11 販売した製品の使用 5,031 6.1% 6.0%

カテゴリ12 販売した製品の廃棄 3,125 3.8% 3.7%

カテゴリ13 リース資産（下流） - - -

カテゴリ14 フランチャイズ - - -

カテゴリ15 投資 - - -

82,062 100.0% 97.9%
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省エネ施策

省エネ施策 運用面の例 設備面の例

電力事業者の見直し 再エネ由来のプランへ切り替え
新電力への切り替え

再生可能エネルギーの導入 太陽光発電＋蓄電池によるピークシフト 太陽光発電設備の導入

ボイラ対策 蒸気漏れの防止
適正な運転（空気比、圧力等）

ボイラおよび配管の断熱
熱の再利用（熱回収装置等）
燃料転換

コンプレッサ等への対策 吐出圧、吐出量の見直し
エア漏れの防止
コンプレッサの台数制御、排熱利用

インバータ導入
高効率機器の導入

変圧器等への対策 定期的なメンテナンス 進相コンデンサ導入（力率管理）
台数制御装置の導入

空調への対策 フィルターの清掃
室外機の環境改善

空調自動管理システム導入
高効率冷凍機の導入

照明への対策 適正な照度管理 LED照明の導入

その他の対策 クレジット購入等 デマンド監視システムの導入
高効率モータの導入

管理標準の作成例 関東経済産業局 判断基準と管理標準
https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/sho_energy/kijun_hyojun.html
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再生可能エネルギーの導入検討

●ＰＰＡによる太陽光発電設備の導入検討
ＰＰＡは電力販売契約の事であり、施設所有者が提供する敷地や屋根などのスペース
に、ＰＰＡ業者（太陽光発電設備の所有者・管理会社）が太陽光発電設備を設置し、
発電された電力を施設所有者（電気使用者）に有償提供する仕組み。

●導入のメリット
①CO2フリー再エネ電力を長期安定的に確保
②設備に関する初期投資と維持管理費用が不要
③自家消費分は再エネ賦課金が免除※
※2021年度3.36円/kWh

●導入への課題
・太陽光による発電時間（量）と工場の稼働時間の確認
・総需要に対する自家消費量は当社の場合16％
・設置場所（耐荷重、角度・方向、周辺への影響、パネル設置可能枚数 等）
・付帯設備（蓄電池、その他）
・契約期間15～20年

環境省「自家消費型太陽光発電設備の導入について」より
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外部の評価（CDP）

○CDPとは、企業や自治体を対象とした世界的な環境
情報開示システムを運営するNGO

○質問項目

○評価は、A～Dｰの8段階。
当社は気候変動2021で、Cランク「認識レベル」

気候変動2021 質問項目

C0 基本情報 C7 排出量詳細

C1 ガバナンス C8 エネルギー

C2 リスクと機会 C9 追加指標

C3 事業戦略 C10 第三者検証

C4 目標と実績 C11 カーボンプライシング

C5 排出量算定方法 C12 エンゲージメント

C6 GHG排出量
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SBT・再エネ100％目標設定支援事業（環境省）

○事業の概要

中小企業等向けSBT目標水準に整合する中長期の削減目標設定の
支援、再エネ100％目標の設定支援。

○支援方法

提供データに基づく算定・資料作成、面談形式（WEB会議含
む）の検討支援、メール・電話等による質問事項への対応を実施。

○期待できる効果

ステークホルダーに対して環境対策をアピール可能

取引先のサプライチェーン排出削減に貢献

RE100 に参加する大企業にアピール可能

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/
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中小企業の中長期の削減目標に向けた取組可能な
対策行動の可視化モデル事業（環境省）

○事業の背景
・2050年カーボンニュートラル実現、新たな2030年度目標の達成のため
には、地域を支える中小企業の脱炭素化が不可欠
・SDGsやESG投資の急速な浸透とともに、脱炭素化は中小企業がサプラ
イチェーンに生き残るための「必要条件」

○支援方法
モデル事業者様の温室効果ガス排出に係る現状やニーズを踏まえ、重要

となる削減対策を分析・特定し、そのコストや削減量を試算した上で、削
減計画の策定を支援。

○期待できる効果
・現状の設備・機器における削減余地の探索
・設置区画、投資資金有無等を勘案し、最適な再エネ調達方法を提案
・資金計画の最適化、各施策等の知見
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さかいSDGs推進プラットフォーム

★SDGsに関する情報や他の会員
の取り組み、イベントなどについ
て知ることができる。

★互いを刺激し成長しながら
SDGsの取り組みを実践。

★SDGsに関する各会員の取り組
みをホームページに掲載。

令和3年6月1日「広報さかい」より18



ご清聴ありがとうございました。

ご質問等ございましたら、下記までにお問い合わせ願います。

【セミナー事務局】
kanene@city.sakai.lg.jp
TEL：072－228-7548

19


